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参 考 　都道府県・市区町村人口順 R2.10.1国勢調査確定値

団体名 人口 順位 団体名 人口 順位 団体名 人口 順位
全国 126,146,099 大田区 748,081 19 郡山市 327,692 78
東京都 14,047,594 熊本市 738,865 20 高知市 326,545 79
特別区部 9,733,276 相模原市 725,493 21 那覇市 317,625 80
神奈川県 9,237,337 岡山市 724,691 22 春日井市 308,681 81
大阪府 8,837,685 徳島県 719,559 秋田市 307,672 82
愛知県 7,542,415 江戸川区 697,932 23 四日市市 305,424 83
埼玉県 7,344,765 足立区 695,043 24 明石市 303,601 84
千葉県 6,284,480 静岡市 693,389 25 久留米市 303,316 85
兵庫県 5,465,002 高知県 691,527 豊島区 301,599 86
北海道 5,224,614 島根県 671,126 盛岡市 289,731 87
福岡県 5,135,214 船橋市 642,907 26 目黒区 288,088 88
横浜市 3,777,491 1 川口市 594,274 27 茨木市 287,730 89
静岡県 3,633,202 鹿児島市 593,128 28 福島市 282,693 90
茨城県 2,867,009 杉並区 591,108 29 青森市 275,192 91
広島県 2,799,702 板橋区 584,483 30 津市 274,537 92
大阪市 2,752,412 2 八王子市 579,355 31 墨田区 272,085 93
京都府 2,578,087 鳥取県 553,407 水戸市 270,685 94
名古屋市 2,332,176 3 姫路市 530,495 32 市原市 269,524 95
宮城県 2,301,996 江東区 524,310 33 長岡市 266,936 96
新潟県 2,201,272 宇都宮市 518,757 34 八尾市 264,642 97
長野県 2,048,011 松山市 511,192 35 府中市 262,790 98
岐阜県 1,978,742 松戸市 498,232 36 福井市 262,328 99
札幌市 1,973,395 4 市川市 496,676 37 加古川市 260,878 100
群馬県 1,939,110 東大阪市 493,940 38 港区 260,486 101
栃木県 1,933,146 西宮市 485,587 39 平塚市 258,422 102
岡山県 1,888,432 大分市 475,614 40 下関市 255,051 103
福島県 1,833,152 倉敷市 474,592 41 徳島市 252,391 104
三重県 1,770,254 金沢市 463,254 42 函館市 251,084 105
熊本県 1,738,301 福山市 460,930 43 草加市 248,304 106
福岡市 1,612,392 5 尼崎市 459,593 44 山形市 247,590 107
鹿児島県 1,588,256 葛飾区 453,093 45 富士市 245,392 108
川崎市 1,538,262 6 藤沢市 436,905 46 渋谷区 243,883 109
神戸市 1,525,152 7 町田市 431,079 47 佐世保市 243,223 110
沖縄県 1,467,480 柏市 426,468 48 調布市 242,614 111
京都市 1,463,723 8 品川区 422,488 49 茅ヶ崎市 242,389 112
滋賀県 1,413,610 豊田市 422,330 50 つくば市 241,656 113
山口県 1,342,059 高松市 417,496 51 松本市 241,145 114
愛媛県 1,334,841 富山市 413,938 52 文京区 240,069 115
奈良県 1,324,473 長崎市 409,118 53 大和市 239,169 116
さいたま市 1,324,025 9 岐阜市 402,557 54 佐賀市 233,301 117
長崎県 1,312,317 豊中市 401,558 55 春日部市 229,792 118
青森県 1,237,984 宮崎市 401,339 56 寝屋川市 229,733 119
岩手県 1,210,534 枚方市 397,289 57 上尾市 226,940 120
広島市 1,200,754 10 横須賀市 388,078 58 宝塚市 226,432 121
石川県 1,132,526 吹田市 385,567 59 厚木市 223,705 122
大分県 1,123,852 岡崎市 384,654 60 八戸市 223,415 123
仙台市 1,096,704 11 一宮市 380,073 61 太田市 223,014 124
宮崎県 1,069,576 長野市 372,760 63 荒川区 217,475 125
山形県 1,068,027 高崎市 372,973 62 呉市 214,592 126
富山県 1,034,814 豊橋市 371,920 64 伊勢崎市 211,850 127
千葉市 974,951 12 和歌山市 356,729 65 台東区 211,444 128
秋田県 959,502 北区 355,213 66 西東京市 207,388 129
香川県 950,244 奈良市 354,630 67 松江市 203,616 130
世田谷区 943,664 13 川越市 354,571 68 　　　　※以上20万人以上の団体

北九州市 939,029 14 高槻市 352,698 69
和歌山県 922,584 新宿区 349,385 70 （以下、特別区のみ標記）

堺市 826,161 15 大津市 345,070 71 中央区 169,179 158
佐賀県 811,442 中野区 344,880 72 千代田区 66,680 415
山梨県 809,974 所沢市 342,464 73
浜松市 790,718 16 越谷市 341,621 74 指定都市20
新潟市 789,275 17 いわき市 332,931 75 中核市62(標記60)
福井県 766,863 前橋市 332,149 76 施行時特例市23(標記18)
練馬区 752,608 18 旭川市 329,306 77       　　　　　    　(R4.1.1現在)

≪全国1747団体≫
特別区23、市792、町村932
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